 (様式１)
　　年　　月　　日
参　加　申　込　書
奈良県知事　山下　真　殿
　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　事業者名
　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　 
「令和６年度奈良県海外販路拡大プロジェクト事業委託業務」公募型企画提案説明書に基づき、参加申込書及び添付書類を提出します。
　　　　　(担当者連絡先)
所　　属：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
役 職 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ＦＡＸ番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 (様式２)
　　年　　月　　日
企　画　提　案　書
奈良県知事　山下　真　殿
　　　　　　　　　　　　　　住 所
　　　　　　　　　　　　　　事業者名
　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　
「令和６年度奈良県海外販路拡大プロジェクト事業委託業務」公募型企画提案説明書に基づき、企画提案書及び添付書類を提出します。
　　　　　(担当者連絡先)
所　　属：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
役 職 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ＦＡＸ番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(様式３)
ＦＡＸ　０７４２－２３－１３９６
奈良県　産業部　経営支援課「令和６年度奈良県海外販路拡大プロジェクト事業委託業務」係あて
　　年　　月　　日
質　　　　　　問　　　　　　票
　　　　　　　　　　　　　　　事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　担当者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 Eメールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　FAX番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	


· 箇条書きで簡潔に記載してください。
(様式４)
委　　　　任　　　　状
奈良県知事　山下　真　殿
　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　事業者名
　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　印　　　　　　　　　　　

「令和６年度奈良県海外販路拡大プロジェクト事業委託業務」公募型企画提案説明書に基づき、私は下記の者を代理人に定め、下記の業務委託契約に関する以下の権限を委任します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記


１　代　理　人　　住所

　　　　　　　　　名称

　　　　　　　　　代表者指名

２　委　託　名

　　　令和６年度奈良県海外販路拡大プロジェクト事業委託業務
３　委任内容

　　　・業務委託の企画提案参加及び見積の件

　　　・業務委託契約の締結の件

　　　・業務委託料の請求及び受領の件

　　　・その他業務委託に関する一切の件

令和　　年　　月　　日

※添付書類：実印の印鑑証明

※上記３は委任内容に合わせて適宜修正願います。
(様式５)

誓　約　書
　　令和　年　月　日　
奈良県知事　山下　真　殿
  　            　　                      　　　　　　　〒   -    
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　
    　              　　                  事業者名　
代表者職氏名　
　　「令和６年度奈良県海外販路拡大プロジェクト事業委託業務」公募型企画提案説明書に基づき、下記の事項について誓約します。

（１）公募型企画提案説明書に基づき提出する一切の書類の記載内容に虚偽がないこと。
（２）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当していないこと。
（３）奈良県物品購入等の契約に係る指名停止等措置要領による指名停止又は指名留保の措置期間中でない者であること。
（４）過去５年間に国又は地方公共団体等と同種類及び同規模以上の契約を締結し、かつ、これらをすべて誠実に履行していること。
（５）国内の事業者にあっては奈良県税を滞納していない者であること。
（６）消費税及び地方消費税を滞納していない者であること。
（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の申立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること(更生手続開始の決定を受けた者を除く)。
（８）平成１２年３月３１日以前に民事再生法（平成１１年法律第２２５号）附則第２条の規定による廃止前の和議法（大正１１年法律第７２号）第１２条第１項の規定による和議開始の申立てをしていない者であること。 
（９）平成１２年４月１日以後に民事再生法第２１条に規定する再生手続き開始の申立てをしていない者又は、申立てをなされていない者であること。
（10）営業に関して必要な許認可等を取得していること。
（11）申請者及び申請者の役員等は、暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第77号。)第２条第２号に規定する暴力団をいう。)、暴力団員(法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。)、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者ではないこと。
（12）本事業完了後の成果の発信について、奈良県からの依頼に応じ、情報提供その他の協力を行うこと。
（13）本事業への応募に係る審査結果及び、この誓約に反したことにより被る不利益に関しては、一切異議を申し立てないこと。
(様式６)
　　年　　月　　日
辞　　　　退　　　　届
奈良県知事　山下　真　殿
　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　事業者名
　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　
「令和６年度奈良県海外販路拡大プロジェクト事業委託業務」公募型企画提案説明書に基づき、下記の理由により辞退届を提出します。
記
辞退理由：
　　　　　(担当者連絡先)
所　　属：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
役 職 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ＦＡＸ番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
使使用印鑑
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